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【序章】 
序章では、本研究のテーマとテーマ設定の背景を述べ、問題の所在と先行研究の動向を
踏まえたうえで研究目的と分析課題を提示した。また、本研究の独自性を明らかにすると
ともに、分析枠組みを示し、本論文の全体構成を示した。 
本研究は、「社会福祉とフェミニズム」という視座に立ち、第二波フェミニズムの潮流に
焦点をあて、第二次世界大戦後の日本の社会福祉行政の展開の特質を解明したものである。
具体的には、女性を対象とする公的な社会福祉事業として生成した婦人保護事業と母子福
祉事業をとりあげた。これらの事業は、2001 年以降には「配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護等に関する法律」によって、暴力被害女性への対応を担う事業として新しい位
置づけを付与されたことから、いかに同法に収斂されていったのか、その過程も分析対象
とした。分析にあたっては、社会福祉が女性のセクシュアリティ統制にいかに介在してき
たのか、という視角から制度・政策の形成過程・運用実態を論証した。それらの作業を通
して、社会福祉におけるセクシュアリティ統制の構図を明らかにし、第二波フェミニズム
の実践的課題にいかに社会福祉が取り組むかを考察することを、本研究の目的とした。   
研究目的の究明にあたり、本論文では、①女性のセクシュアリティはいかなる手段によ
って統制されてきたか、②第二次世界大戦後の「対女性／母親」政策の胎動期において、
女性の要支援性はいかなる態様であったのか、③「女性に対する暴力」の法制化は「対女
性／母親」政策をいかに変容させたか、という３つの分析視角を設定した。      
 
【第 1章 セクシュアリティ及びセクシュアリティ統制に関する先行研究】 
第 1 章では、本研究の分析概念である「セクシュアリティ統制」について、本論文にお
いてどのような文脈で使用しどのように定義するかを検討するために、セクシュアリティ
に関する先行研究の動向を把握した。そのうえで、セクシュアリティの統制という問題関
心を介在させている研究動向を把握し、本研究における「セクシュアリティ統制」の定義
を提示した。社会福祉分野の研究においては、セクシュアリティ統制という観点からアプ
ローチする先行研究は見当たらず、本研究の独自性が確認された。 
 
【第２章 第二派フェミニズムの潮流と日本における政策形成】 
第２章では、女性の人権の確立をめざした国際社会の動向と第二波フェミニズムが登場
した経緯をおさえ、セクシュアリティをめぐる諸問題にいかに焦点が当てられるようにな
ったかを把握した。そのうえで、日本における政策展開について、内閣府による男女共同
  
参画行政に関する政策動向を概観し、第二波フェミニズムの潮流がどのように摂取された
かを考察した。更に、第二次世界大戦後の社会福祉行政の制度化について、女性を対象と
した事業がどのように生成し展開したのか、第二波フェミニズムとの関係から検討した。 
 
【第 3章 婦人保護事業の生成と展開】 
第３章では婦人保護事業をとりあげ、制度の生成過程・展開過程を分析した。根拠法で
ある売春防止法は、性の二重規準に貫かれた法体系であり、「性道徳や社会の善良の風俗を
乱す主体として女性が法的に定立」され、行政執行者にそのような認識を定着させる機能
となっていた。性の二重規準の徹底は、第５条・第 17条・第４章間の不整合からもたらさ
れることを指摘した。すなわち、勧誘等による刑事処分（第 5 条）は「男子及び少年」に
も適用されるとしながらも、補導処分・保護更生の対象とするのは女性のみとする性別条
項規定が設けられている。 
そこで、先行研究の蓄積が乏しい婦人補導院法に着眼し、第５条の補導処分がどのよう
に具現化されているのかを検討した。その結果、婦人補導院への収容は強制力を伴い、処
遇規則においては面会や外出の制限、懲戒や保護具の使用、連れ戻しなどが規定されるこ
とによって、女性を拘束するシステムが作動していることが明らかとなった。補導処分の
内容は職業教育を重視するものではなく、家庭婦人としての教養や情操を養うことを志向
し、しかも、そのような生活指導の初期段階では自由を束縛することが必要であるという
見解も示されていた。このような法制度による女性への「処分」は、女性のセクシュアリ
ティの統制を通じて家族防衛／社会防衛を図る性質を有するものとなっていた。一方、婦
人保護事業は、特別刑法である売春防止法に位置づく社会福祉事業として、特異な位置を
賦与されてきた。売春防止法は、微細な改定を除いては第二次世界大戦後から現在まで大
きな法改正がなされていないため、婦人保護事業は通知による拡大解釈によって運用が図
られてきた経緯を明らかにした。特別刑法のなかに社会福祉の一分野とされた婦人保護事
業が存置され続けている体制は、買春そのものの暴力性及び買春行為に伴う暴力を不問に
付す装置となっていることを指摘した。 
 
【第４章 母子福祉事業の生成と展開】 
第４章では母子福祉事業をとりあげ、制度の生成過程・展開過程を分析した。まず、母
子福祉法の制定過程から母子寡婦福祉法、母子及び父子並びに寡婦福祉法へと変遷したプ
ロセスを把握し、次に、2002年に策定された「母子家庭等自立支援対策大綱」をとりあげ、
制度の理念や方策がいかなる方向に転換したのかを検討した。母子福祉事業は、「戦争未亡
人」当事者による未亡人対策樹立への運動の組織化を背景に胎動し、占領体制により無差
別平等の原則から「未亡人」というカテゴリー化は避けるべきとする見解が出されたため
に、母子福祉という枠組みから法制度化が図られていった。1959 年には国民年金法が制定
され、死別母子世帯には母子年金制度／母子福祉年金制度が創設され、生別母子世帯には
児童扶養手当制度が創設された。母子福祉事業における質的転換の兆候は、母子福祉法施
行期にみられた。同法第４条には「自立への努力」という条文が設けられ、「夫に扶養され
る妻」には要請されない「自立への努力義務」をシングルマザーに課すという政策主体の
意思が明確にされる端緒となった。この時期には厚生白書においても離婚の増加が指摘さ
  
れ、「家庭生活への十分な準備がないまま安易に結婚する結果」など、個人的要因を強調す
る論調が示されていた。 
1980 年代中頃以降は児童扶養手当制度の抑制期に入り、「所得認定」「生計同一の認定」
「異性関係の把握」など制度の運用方法によって厳格な対応が強められていった。伝統的
な家族秩序を保持する立場からは、同制度から「未婚の母」を排除する議論が噴出した。
非婚母子世帯に強固な負のサンクションを課す政策は税制上の寡婦控除にも適用され、母
子福祉制度は死別／生別という形成理由によって女性を制度的に差異化する機能を強めて
いった。そのスケープゴートにされたのが非婚のシングルマザーであることを指摘した。 
総じて、伝統的婚姻秩序を機軸として、「性を売る女性」には刑事罰を用意し、「届出婚
を経ない母親」には税・所得保障制度上の不利益を用意することによって、法的家族モデ
ルを堅持する構図がみてとれた。法的家族モデルの周縁におかれる女性への負のサンクシ
ョンの行使として、女性のセクシュアリティの統制が機能していることを指摘した。 
 
【第 5章 行政調査からみた女性の要支援性―1950年代の労働省調査】 
第５章では、労働省婦人局が実施した未亡人や買売春の実態把握のための調査結果を参
照し、1950 年代初頭から中頃の女性の社会的位置を把握し、どのような要支援性があった
のかを検討した。この時期は、婦人保護事業及び母子福祉事業の胎動期にあたり、そのよ
うな時期の女性の生活現実に焦点をあてることにより、同事業の創設／生成にはどのよう
な視点が求められていたのかを明らかにすることを目的としたためである。 
 分析の結果、女性の要支援性として、①シングルマザーが売春に従事する経済問題、②
母親として売春に従事する女性が抱える児童福祉問題、③10 歳代の少女が売春に従事する
という児童福祉問題、④定位家族の貧困に起因する児童福祉問題、⑤夫婦関係の不安定性
に伴う暴力問題、⑥売春への動機としての「生活苦」、という要支援性が見出された。ライ
フコースという視座から女性の要支援性を捉えると、婦人保護事業と母子福祉事業とに単
純に振り分けられない要支援性があることが確認された。 
 
【第 6章 婦人保護台帳からみた女性の暴力被害と要支援性】 
第６章では、第５章に引き続き 1950年代の制度胎動期に焦点をあて、婦人相談所の婦人
保護台帳の記録から、行政により「要保護女子」と位置付けられた女性のなかに、どのよ
うな暴力被害が見られたのかを把握した。いまだ「女性に対する暴力」という概念や制度・
政策体系がなかった 1950年代の時期に、いかなる暴力が潜在していたかを考察することを
通して、婦人保護事業・母子福祉事業の創設／生成にどのような視点が求められていたの
かを明らかにすることを目的としたためである。使用した資料は、売春防止法施行に先駆
けて 1950 年代に全国で初めて設置された神奈川県婦人相談所の記録として残されている
「婦人保護台帳」である。 
売春従事経験のある女性に確認された暴力被害は、①性的暴力、②特飲店による身体的・
経済的暴力、③親族・私的関係による精神的・経済的暴力などに大別され、売春に至るま
での生活史に暴力被害経験が埋め込まれ、そのうえに性買売システムにおける暴力被害が
蓄積されている事例が確認された。検討の結果、特殊飲食店というセクシュアリティ統制
のために作り出されたシステムのなかでは、女性には「快楽を提供する身体＝売る身体」
  
を貫徹することが要求され、「孕み産む」という「生殖する身体」機能は、あたかも初期化
されたかのように無化されていることが確認された。これは、セクシュアリティ統制によ
る複合的な暴力性といえる。しかも、婦人保護台帳で把握された暴力被害女性には、暴力
被害からの回復が支援システムとしては保障されておらず、セクシュアリティ統制という
性の政治は、暴力被害をも初期化し無化する社会的装置となっていたことを指摘した。 
 
【第 7章 配偶者暴力対策事業の生成と「対女性／母親」政策の変容】 
第７章では、配偶者暴力防止法をとりあげ、その法制度の理念・体系・手段について、
いかなる特徴があるのかを検討した。そのうえで、同法の実施機関として婦人保護事業及
び母子福祉事業が指定されたことについて、その位置づけや事業内容を検討し、女性支援
策がいかに変容したかを分析した。更に、政府の白書におけるこれらの事業の位置づけの
時代的推移を確認することによって、「対女性／母親」政策の現代的変容をおさえ、「女性
に対する暴力」の政策課題化のなかで女性のセクシュアリティ統制がいかに介在したのか
を考察した。 
日本の配偶者暴力防止法の特質を韓国・台湾と比較検討した結果からは、暴力の定義が
限定的であり、保護命令制度は実行力が乏しいうえ、「ドメスティック・バイオレンス罪」
規定がないなど、日本では本質的な課題が残されていることが確認された。また、配偶者
暴力防止法施行と同時に児童扶養手当制度を削減する改革が実行されており、ドメスティ
ック・バイオレンス対策と母子福祉対策間の制度的矛盾が「暴力からの自由」への侵害と
して露呈していることを指摘した。更に、「婦人保護事業実施要領」を分析し、配偶者暴力
防止対策に婦人保護事業を援用した方策が、「要保護女子」と「暴力被害女性」を明確に差
別化する機能となっていることを確認した。 
また、1956 年から 2017 年までに刊行された「厚生白書」「厚生労働白書」の分析からは、
婦人保護事業は 1995 年以降には白書に取り上げられることがなくなり、あくまでも配偶者
暴力防止対策に位置付けられるものに変質したことが判明した。従来、婦人保護事業が担
ってきた困難を抱える女性／売春従事女性への支援機能は脱落させられ、配偶者暴力防止
法施行による「対女性政策」の矮小化／偏在化が顕著となっていた。 
総じて、配偶者暴力に焦点化した法制度化は、女性の要支援性に対応する公的事業とし
ての婦人保護事業を後景化させ、法的家族モデルの維持に適合的な性質をもつ配偶者暴力
対策を前景化させた。一方、母子福祉事業は「貧困な子どもへの救済」という社会の温情
的なまなざしのなかに置かれるようになった。このような政策枠組みの根幹に据えられて
いるのが、性の二重規準に貫かれた売春防止法であり、同法を温存させる政策手法によっ
て男性支配型のジェンダー秩序が婚姻内外で強化されるシステムとなっていることを指摘
した。 
                      
【終章】 
終章では、本研究で設定した３点の分析視角に関する知見を整理したうえで、研究目的
に照らして全体的考察を行った。全体的考察は、①社会福祉におけるセクシュアリティ統
制の構図、②セクシュアリティ統制に抗う視座からの社会福祉の再構築という 2 点から論
じ、そのうえで、本研究の限界と今後の課題を提示した。 
  
 まず、研究目的①「社会福祉におけるセクシュアリティ統制の構図」においては、「女性
の身体への集約化／個人化」「“産まない身体”への規律化」「ラべリングとスケープゴート
化」「非対称性の制度的温存」という観点から統制の構図を整理した。 
第一の「女性の身体への集約化／個人化」としては、買売春による金銭の授受であれ社
会保障制度による金銭（手当）の授受であれ、「金銭給付を受ける側にある女性」に個人的
努力が要請される仕組みがあることを指摘した。つまり、売春従事女性には「性を売る身
体」として性道徳的な矯正や更生が個人的努力として求められている。社会の善良の風俗
を維持するために改変すべきは女性の身体であり、買春行為は問われることなく、女性の
「性を売るという個人の行為」のみ焦点化される。一方、シングルマザーには「労働する
身体」として経済的自立への個人的努力が求められる。離婚や非婚の「相手方」である離
別した親には努力義務が課せられず、子どもを養育する女親には「労働による自立促進」
への努力や養育費確保の努力が強調され、「自立への努力義務」の「女性の身体への集約化」
が図られていることを指摘した。 
 第二の「“産まない身体”への規律化」では、「性を売る身体」「労働する身体」として規
範化される女性を統制する手段のひとつが、「産まない身体」への規律化であることを指摘
した。「産まない身体」として女性が規律化される買売春の世界では、「母親である売春従
事女性」は「母親役割を解除したエロス化された身体」とみなされる。一方、非婚母子世
帯への制度運用上の負のサンクションの行使には、シングルマザーの「恋愛の禁忌」とい
う手段がとられ、規範的身体へと女性を規律化する社会福祉のアプローチがあることを指
摘した。 
第三の「ラべリングとスケープゴート化」では、買春男性の不処罰のために「スケープ
ゴート」とされたのが売春従事女性であり、そのなかでも更に「街娼」をスケープゴート
化する方策がとられたこと、一方、「労働する身体」を規律化するのが母子世帯のなかでも
「生別の母親」をスケープゴート化する方策であり、かつ、「非婚の母親」をスケープゴー
ト化する方策がとられたことを指摘した。つまり、「重層的なスケープゴート化」という手
段が行使されており、女性へのラベリングを通して女性の意識そのものを拘束している態
様を指摘した。 
第四の「非対称性の制度的温存」では、法制度がもたらすジェンダーの非対称性は、性
の二重規準に貫かれた売春防止法においても、母親に自助努力を要請する母子及び寡婦並
びに父子福祉法においても同様であることを指摘した。売春防止対策も母子福祉対策も、
そこに現れている女性の暴力被害、言い換えれば男性等の暴力加害を政策的に不問にする
ことによって、ジェンダーの非対称性を温存させてきたといえる。 
 次に、研究目的②「セクシュアリティ統制に抗う視座からの社会福祉の再構築」につい
ては、「社会福祉事業としての婦人保護事業の再構築」「女性政策の視角からの母子福祉事
業の再構築」「女性支援と児童福祉の接合」「女性の生き方に中立な社会福祉政策」「反性暴
力・脱性暴力の社会福祉の構築」「ジェンダー関係の変革と男性のセクシュアリティ」とい
う諸点から、社会福祉の再構築の方途を整理した。 
まず、「社会福祉事業としての婦人保護事業の再構築」としては、「性差別と女性蔑視思
想に支配された売春防止法」による婦人保護事業体制を 60年間も放置してきた問題と女性
支援の政治性を問い、婦人保護事業の再構築は売春防止法の改正とセットのものとして社
  
会福祉の立場からも推進する必要があることを指摘した。そのうえで、「婦人保護事業」と
いうジェンダー・バイアスを内在した事業名称を改め、政府による基本方針・基本計画の
立案と市町村行政における事業推進の責務を明確にする取り組みが求められることを提示
した。  
次に、「女性政策の視角からの母子福祉事業の再構築」では、母子福祉対策においてもド
メスティック・バイオレンス被害を可視化し、政府の計画や基本方針に DV被害からの回復
を位置づける必要と、「就労促進による自立」というジェンダー中立的な自立規範の再検討
が必要であることを指摘した。また、「女性支援と児童福祉の接合」では、「産まない身体」
として女性を規律化する問題を改め、妊娠／出産／養育を視野に入れた支援体系が必要で
あることを指摘した。 
更に、「女性の生き方に中立な社会福祉政策」では、家族形成権の視角を社会福祉政策に
導入することを提起した。これまでの社会福祉は、法的家族モデルがもたらす差別や法的
家族の虚構性に無批判なまま、ケアの社会化や家族支援に関わる研究や実践を蓄積してき
た。しかし、堅牢な家族制度を保持するために活用されてきたのが、婚姻内の性と婚姻外
の性を差別化する女性のセクシュアリティの統制であり、そのような統制機能の基盤はジ
ェンダー秩序を強化する戸籍制度と民法の諸規定によって与えられてきた。夫権的家父長
制を支える日本の婚姻秩序は、そこに埋め込まれるジェンダーに基づく力関係の不均衡に
よって、女性に対する暴力を生みだす社会的機構のひとつとなっている。そこで、世界性
の健康学会が採択した「性の権利宣言」における「暴力からの自由」「家族への自由／家族
からの自由」に関わる諸事項を、社会福祉研究／社会福祉実践に適用させることが有効で
あることを指摘した。「家族を形成するかしないか」「どのような家族を形成するのか」と
いった家族形成に関わる権利、及び、家族を解消する権利を軸に、生き方に中立な制度・
政策を構築していく必要がある。 
「反性暴力・脱性暴力の社会福祉の構築」「ジェンダー関係の変革と男性のセクシュアリ
ティ」では、セクシュアリティ統制を解除する重要な鍵が反性暴力・脱性暴力にあり、そ
のことに社会福祉がいかに取り組むかが問われていることを指摘した。そのためには、「男
性／男性性」をめぐる社会規範やジェンダー関係をいかに変革するか、という命題に社会
福祉が取組むことが必要である。 
 
